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伊香賀俊治
慶應義塾大学 理工学部システムデザイン工学科 教授

日本建築学会 地球環境委員会 委員、元幹事

空気調和衛生工学会 地球環境委員会 委員、元委員長

日本サステナブル・ビルディング・コンソーシアム 総括幹事

建築関連CO2排出量の2050年までの予測建築関連CO2排出量の2050年までの予測

中央環境審議会地球環境部会・産業構造審議会環境部会地球環境小委員会合同会合

（第9回） 【業務・家庭③】（建築部門） 有識者等ヒアリング（2007.2.7）

1．温暖化防止に係る日本建築学会声明1997.12

LCCO2 30%削減、耐用年数3倍延伸

2．2050年までの住宅関連CO2排出量都道府県別推計

3．ＣＡＳＢＥＥによる温暖化対策の推進

資料４
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我が国のCO2排出量の1／3は建築関連我が国のCO2排出量の1／3は建築関連

建物運用 25％ → 32％

新築工事 12％ → 7％

改修工事 1％ → 2％
その他の
産業分野
62%

1990年度の
ＣＯ2排出量
11億t-CO2/年

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

合計 38% → 41%

1990年度
11.4億t-CO2
のうち

2005年度
13.0億t-CO2
のうち

新築工事 改修工事建物運用
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2008-12年の建築関連CO215%増2008-12年の建築関連CO215%増
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) 電力産業等の
CO2削減努力は
未計上

2008‐2012年
15%増

2050年

8%減

年度

改修工事
に伴うCO2

新築工事
に伴うCO2

建物運用
に伴うCO2

無対策の場合

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

伊香賀・村上・加藤・白石：我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、日本建築学会計画系論文集No.535（2000.9）
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原単位
2010年20％減

2008‐2012年
6%減

2050年

59%
減

年度

改修工事
に伴うCO2

新築工事
に伴うCO2

建物運用
に伴うCO2

対策の場合
新築で30％、改修で15％省エネ
耐用年数３倍延伸
ｴｺﾏﾃﾘｱﾙ採用

建築学会声明達成でようやくCO2 6%減建築学会声明達成でようやくCO2 6%減

建設 廃棄改修資材製造設計 運用
Ｔ.Ｉｋａｇａ

伊香賀・村上・加藤・白石：我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、日本建築学会計画系論文集No.535（2000.9）
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我が国の建築関連CO2排出量予測我が国の建築関連CO2排出量予測

2006から2001から1998から

0.451.010.420.970.410.9420％削減5-c.

0.551.070.521.020.510.9910％削減5-b.

0.641.10.611.050.591.020％削減5. 同上+寿命3
倍+エコマテリア
ル採用対策

5-a.

0.551.050.551.010.540.9920％削減4-c.

0.661.110.661.070.661.0410％削減4-b.

0.761.140.751.10.751.070％削減4. 新築30％+改
修15％省エネル
ギー対策

4-a.

：

0.641.060.641.060.641.0620％削減1-c.

0.781.120.781.120.781.1210％削減1-b.

0.91.150.91.150.91.150％削減

1. 無対策

1-a.

205020102050201020502010

建築界の対策開始年度電力のCO2原
単位削減率
（2010時点
1990比）

建築界の対策シナ
リオ

注1：1990年度の建築関連CO2排出量（4.1億t-CO2/年）を1.0とする相対値（－）
伊香賀・村上・加藤・白石：我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、日本建築学会計画系論文集No.535（2000.9）
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日本建築学会の取り組み日本建築学会の取り組み

建物のＬＣＡ指針
1999.11出版、
2003.02、06.11改訂

地球環境建築のすすめ
（入門編）
2002.08

建築環境マネジメント
（専門編）
2004.01
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住宅用エネルギー消費と温暖化対策検討委員会
委員長 村上周三（慶應義塾大学）

エネルギー消費量解析WG
主査 坊垣和明（建築研究所）

機器効率WG
主査 佐藤春樹（慶應義塾大学）

省エネライフスタイルWG
主査 吉野 博（東北大学）

マクロモデル分析WG
主査 伊香賀俊治（慶應義塾大学）

一般向け
2006.10出版

専門家向け
2006.10出版

1．温暖化防止に係る日本建築学会声明1997.12

2．2050年までの住宅関連CO2排出量都道府県別推計

3．ＣＡＳＢＥＥによる温暖化対策の推進

全国4000軒のエネルギー消費量、
省エネ意識アンケート。全国80軒の
詳細実測、シミュレーション

建築関連CO2排出量の2050年までの予測建築関連CO2排出量の2050年までの予測
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都道府県別エネルギー消費量の推計フロー都道府県別エネルギー消費量の推計フロー

暖冷房 給湯
厨房・娯楽情報・
家事衛生・照明

世帯あたりの暖冷房負荷

家族類型別・断熱水準別・

戸建／集合別

暖冷房デグリーデー

都道府県全体の
暖冷房年間負荷

家族類型別世帯数
戸建／集合別

燃料別
機器所有台数比率

断熱水準別住宅シェア
戸建／集合別

機器効率
（外気温により変動）
機器特性式により計算

負荷算出回帰式パラメータ
A. 暖冷房デグリーデー、 B. 熱損失係数
C. 暖冷房室温、 D. 暖冷房運転時間

戸建／集合別・家族類型別床面積

暖冷房室温、運転時間等

燃料別暖冷房エネルギー消費量

都道府県全体の
換気用電力消費量

世帯あたりの換気用
電力消費量

世帯あたりの
給湯年間負荷

各月平均水温
家族類型別
平均世帯人員

使用水量原単位
給湯温度を行為別に設定

・洗顔・炊事・シャワー・入浴・湯はり

行為頻度

燃料別
機器所有台数比率

機器効率

外気温で変動
機器特性式で計算

燃料別給湯エネルギー消費量

都道府県別・用途別・燃料別のエネルギー消費量

該当機器の定格消費電力
待機電力

各月
日数

都道府県全体の
暖冷房年間負荷

家族類型別世帯数

各機器の日使用時間

家族類型別

各月日数

世帯あたりのエネルギー消費
量日積算値（家族類型別）

機器特性（外気変動）
冷蔵庫と温水洗浄便座

燃料別その他エネルギー消費
量

家族類型別世帯数

家族類型別世帯あたりの年間
エネルギー消費量

暖房と
冷房に
分配
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世
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数

[世
帯

]

その他
（高齢世帯含む）

ひとり親と子
（高齢世帯含む）

夫婦と子
（高齢世帯含む）

夫婦のみ
（高齢世帯除く）

夫婦のみ
（高齢世帯）

単独
（高齢世帯除く）

単独
（高齢世帯）

1.00

1.211.23 1.24
1.19

1.05

日本の家族類型別世帯数の推移日本の家族類型別世帯数の推移

２０１５年をピークに減少し始める少子・高齢化の進展

2025年までは
国立社会保障・
人口問題研究所
の推計データ
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暖房

冷房

給湯

厨房

冷蔵庫
娯楽情報

家事衛生

照明
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[百
万
t-
C
O
2
/
年

]

1.26

0.96

0.56

1.00

1.31

全国の住宅からのＣＯ2排出量全国の住宅からのＣＯ2排出量

（自然体ケース）（自然体ケース）

電力CO2原単位（kg-CO2/kWh）
1990年 0.42
2010年 0.36
2030年 0.27
2050年 0.12
経済産業省：技術戦略マップ、
超長期エネルギービジョン
(2005.3）

2005年に1990年の1.31倍まで増大
するが、2050年には0.56倍まで低下

３５％

２５％

４０％

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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暖房

冷房

給湯

厨房
冷蔵庫娯楽情報
家事衛生

照明

省エネ
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1.26

0.69

0.96

0.39

0.56

1.00

1.31

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2010 2050

省エネ量の内訳

太陽光

太陽熱

照明

家事衛生

娯楽情報

冷蔵庫

厨房

給湯

冷房

暖房

全国の住宅からのＣＯ2排出量全国の住宅からのＣＯ2排出量

（対策強化ケース）（対策強化ケース）2010年90年比1.2６倍→1.1１倍に軽減
2050年90年比0.56倍→0.39倍に軽減

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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住宅の温暖化対策の試算条件１（暖冷房）住宅の温暖化対策の試算条件１（暖冷房）

暖房及び冷房の延べ運転時間を25％短縮する省エネ行動（2020
年までに全世帯の30％で実行され、移行横ばいとした）

暖房室温を2℃下げ、冷房室温を1℃上げる省エネ行動（2020年
までに全世帯の30％で実行され、移行横ばいとした）

灯油式から電気式の暖房機器への買換促進（2005年を基準として
、電化率が2020年に1.5倍、2050年3倍になるものとした）

省エネエアコンへの買替促進（2020年時点で全世帯平均の暖房
COPが3.0から6.0へ、冷房COPが4.0から6.0へ、2050年時点で全
世帯平均の暖房COPが4.0から8.0へ、冷房COPが6.0から8.0へ向
上するものとした）

既存住宅の断熱強化（2005年以降、毎年全住宅の1.0%が次世代
省エネ基準を満たすように断熱改修されるものとした）

新築住宅の断熱強化（2020年までにすべての新築住宅が次世代
省エネ基準を満たすものとした）

暖
冷
房



ikaga@nikken.co.jp / ikaga@sd.keio.ac.jp

戸建住宅における断熱水準別住宅数の推移戸建住宅における断熱水準別住宅数の推移

67%

33%

27%

0%

72%

0%

0%

72%

45%

39%

0%

0%

50%

48%

17%

0%

28%

44%

41%

2%

0%

28%

47%

44%

66%

0%

14%

65%

0%

19%

18%

0%

7%

8%

30%

12%

11%

19%

2%

12%

1%

9%

4%

88%

0%

34%

28%

33% 1%

14%

0%

0.861

0.000

0%

3%

100%

0%

12%

100%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1990年
2010年自然体
2010年対策③
2050年自然体
2050年対策③

1990年
2010年自然体
2010年対策③
2050年自然体
2050年対策③

1990年
2010年自然体
2010年対策③
2050年自然体
2050年対策③

北
海
道

東
京
都

沖
縄
県

従来型 旧基準 新基準 次世代基準

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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] 暖房（快適性向上によるリバウンド効果）

暖房（室温維持の場合）

住宅の断熱性向上に伴うリバウンド効果住宅の断熱性向上に伴うリバウンド効果

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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住宅の温暖化対策の試算条件２（給湯）住宅の温暖化対策の試算条件２（給湯）

省エネ行動の普及（①給湯温度を1℃下げる、②入浴回数を減らす。
風呂給湯量を減らす。節水シャワーヘッドを使用する、③洗顔と炊事で
湯を使うのを減らす。夏の洗顔・炊事には水を使うなどの省エネ行動
が2020年には全世帯の50％で実行され、以降横ばいとした）

灯油式から電気式の給湯機器への買換促進（2005年を基準として、
電化率が2020年に1.5倍、2050年3倍になるものとした）

潜熱回収型給湯機への買替促進（2020年時点までに完了、熱効率
は1.2倍に向上するものとした）

電気温水器からヒートポンプ給湯機への買替促進（2020年時点まで
に完了、また、2050年までにCOP6.0に向上するものとした）。

給
湯
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住宅の温暖化対策の試算条件３（家電ほか）住宅の温暖化対策の試算条件３（家電ほか）

太陽光発電（戸建住宅で4kW/戸、集合住宅で0.5kW/戸の太陽光発
電が2020年までに戸建で10％、集合住宅で1％、2050年までに戸
建で20％、集合住宅で2％まで普及するものとした）

太陽熱給湯の普及（戸建住宅で4m2/戸、集合住宅で2m2/戸の太陽
熱給湯器が2020年までに戸建で20％、集合住宅で2％、2050年ま
でに戸建で40％、集合住宅で4％まで普及するものとした）

太
陽
熱
・光

省エネ行動の普及（①不使用時に家電のコンセントを抜く、②風呂の
残り湯を洗濯に使う、③洗濯をまとめ洗いする。スピードコースで洗濯
する、④廊下･浴室･洗面所の白熱灯から電球型蛍光灯に交換する、
⑤温水洗浄便座のふたを閉める。温度設定を季節に合わせて調整す
るなどの省エネ行動が2020年には全世帯の50％で実行され、以降横
ばいとした）

省エネ型テレビへの買替促進（2005年を基準として、2020年には50
％、2050年には75％、テレビの電力消費量が削減されるとした）

省エネ型冷蔵庫への買替促進（2005年を基準として、2020年には
60％、2050年には70％、冷蔵庫の電力消費量が削減されるとした）

家
電
製
品
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1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

年
間
C
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万
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1.07

1.21

0.61

0.77

0.39
0.47

1.00

1.28

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2010 2050

省エネ量の内訳

太陽光

太陽熱

照明

家事衛生

娯楽情報

冷蔵庫

厨房

給湯

冷房

暖房

北海道の住宅からのＣＯ2排出量北海道の住宅からのＣＯ2排出量

（対策強化ケース）（対策強化ケース）2010年90年比1.21→1.07倍に軽減
2050年90年比0.47倍→0.39倍に軽減

北海道では断熱強化
と省エネ暖房機器へ
の買い替えが効果的

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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1.20
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省エネ量の内訳
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娯楽情報

冷蔵庫

厨房

給湯

冷房

暖房

沖縄県の住宅からのＣＯ2排出量沖縄県の住宅からのＣＯ2排出量

（対策強化ケース）（対策強化ケース）2010年90年比1.33→1.18倍に軽減
2050年90年比0.71倍→0.43倍に軽減

沖縄県では冷房、給
湯、家電製品の省エ
ネ化が特に大切

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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住宅ＣＯ2排出増加率（1990年→2010年）住宅ＣＯ2排出増加率（1990年→2010年）

全国平均1.2６倍

自然体ケース(2010年）

全国平均1.11倍

対策ケース(2010年）

1990年=1.0
～0.2

0.2 ～0.4

0.4 ～0.6

0.6 ～0.8
0.8 ～1.0

1.0 ～1.2
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ワースト3
①滋賀（1.47倍）
②埼玉（1.42倍）
③千葉（1.39倍）

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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全国平均0.39倍
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90年より60％削減

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、
日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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Comprehensive Assessment System for Building Environmental Efficiency

より良い環境品質・性能（Q)の建物を、より少ない
環境負荷（L)で実現するための評価システム

環境品質･性能環境品質･性能

Q Q (Quality)(Quality)

環境負荷環境負荷
L L (Load)(Load)

BEE=

環境効率BEE

仮想境界

敷地境界

1．温暖化防止に係る日本建築学会声明1997.12

2．2050年までの住宅関連CO2排出量都道府県別推計

3．ＣＡＳＢＥＥによる温暖化対策の推進

日本ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ･ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ･ｺﾝｿｰｼｱﾑ（村上周三委員長）
国交省の施策として2001年度から研究開始

建築関連CO2排出量の2050年までの予測建築関連CO2排出量の2050年までの予測
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自治体の建築行政におけるＣＡＳＢＥＥ活用自治体の建築行政におけるＣＡＳＢＥＥ活用

名古屋市（2004.4施行）
大阪市 （2004.10施行）

横浜市 （2005.7施行）

京都市 （2005.10施行）

大阪府 （2006.4施行）

京都府 （2006.4施行）

神戸市 （2006.8施行）

川崎市 （2006.10施行）

兵庫県 （2006.10施行）

静岡県 （2007.7施行予定）

：

z50

100

Q

A B+S

B-
0.5

50
0

0
L (Load)

Q
 (Q

ua
lit

y)

BEE=3.0 1.5 1.0

C
100

ランク

S: 素晴らしい

A: 大変よい

B+: よい

B-: やや劣る

C: 劣る

ウェッブサイト上に個別結果が実名入りで公開
名古屋市（2004-2005年度分）の例

延床面積2000㎡（5000㎡）を超える新築建物、大規模改修建物の評価・表示の義務化。
個別建物のCASBEE評価結果がウェッブサイト上で実名入りで公開されている。

容積率緩和、補助金、低利融資、低金利住宅ローンなどとも連携
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CASBEEランクとLCCO2 削減度合の関係CASBEEランクとLCCO2 削減度合の関係
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CC
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％
）

Office(TMG03)
Office(MLIT03)
Office(MLIT15)
Hospital(TMG)
High School(TMG)

Building Environmental Efficiency

林・藤原・時田・伊香賀ほか：東京都都有施設における環境配慮型建築の環境・コスト評価システムの開発、ＡＩＪ技術報告集、2006.06

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修：グリーン庁舎基準及び同解説、公共建築協会、2006.1

B- B+C A S

モデル庁舎、
学校、病院の検討例
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-30%

-20%

-10%
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0 1 2 3 4
BEE(-)

LC
C

O 2
削
減
率
(％
）

1999-2001
2002
2003
2004
2005

鳥取海上保安署（鳥取県) 本庄合同庁舎（秋田県) 旭川合同庁舎(Ⅰ期)(北海道）

新潟税関支署東港出張所（新潟県）

新潟美咲合同庁舎(新潟県）

成田空港地方合同庁舎(増築)(千葉県）

木津地方合同庁舎（京都府）

花咲港湾合同庁舎（北海道）

刈谷合同庁舎（愛知県）

小松日の出合同庁舎（石川県）

須崎第2合同庁舎(高知県)
那覇第2合同庁舎(Ⅰ期)
（沖縄県)

飯田高羽合同庁舎

都城合同庁舎(宮崎県）敦賀駅前合同庁舎(福井県)

B- B+ A SC

グリーン庁舎のCASBEEとLCCO2評価結果グリーン庁舎のCASBEEとLCCO2評価結果
出典：国土交通省官庁営繕環境報告書

2005、2006
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まとめに代えてまとめに代えて

日本学術会議 主催

温暖化防止と民生用エネルギー消費の現状と将来
2007年3月22日 日本学術会議講堂

村上周三・吉野 博・柏木孝夫・中上英俊・伊香賀俊治

http://www.scj.go.jp/ja/event/index.html

国立環境研究所・日本建築学会 共催

建築から見た今後の温暖化対策シナリオとは
2007年3月3日 建築会館ホール

http://www.adthree.com/kenchiku2007/program.htm

IPCC第４次評価レポートWG3第6章 建築の緩和方策
日本の建築部門に関する詳細レポート 2006.6
ローレンスバークレー国立研究所ウェッブサイトからダウンロード可能

http://www-library.lbl.gov/lbnl_reports/sf
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補足資料：2050年までの都道府県別推計結果(1/3)補足資料：2050年までの都道府県別推計結果(1/3)

0.40 0.68 1.11 0.56 0.93 1.26 0.95 1.12 1.20 1,472 312 富山県16

0.36 0.63 1.10 0.51 0.87 1.24 0.92 1.09 1.17 2,953 705 新潟県15

0.43 0.79 1.18 0.64 1.09 1.34 1.16 1.29 1.29 8,282 2,818 神奈川14

0.41 0.76 1.13 0.61 1.05 1.28 1.16 1.27 1.26 13,001 4,694 東京都13

0.45 0.80 1.23 0.67 1.11 1.39 1.20 1.32 1.32 5,621 1,797 千葉県12

0.51 0.86 1.26 0.74 1.18 1.42 1.32 1.41 1.37 6,771 2,028 埼玉県11

0.45 0.76 1.16 0.62 1.01 1.30 1.07 1.21 1.24 2,199 600 群馬県10

0.43 0.72 1.15 0.63 1.00 1.30 1.16 1.28 1.27 2,256 571 栃木県9

0.47 0.78 1.20 0.68 1.08 1.36 1.15 1.28 1.29 3,152 830 茨城県8

0.44 0.71 1.12 0.59 0.93 1.25 0.98 1.14 1.20 2,669 604 福島県7

0.42 0.69 1.10 0.54 0.87 1.22 0.83 1.02 1.13 1,744 341 山形県6

0.39 0.65 1.10 0.48 0.82 1.21 0.74 0.96 1.10 1,878 358 秋田県5

0.56 0.84 1.22 0.73 1.09 1.36 1.21 1.32 1.30 2,869 692 宮城県4

0.49 0.74 1.14 0.62 0.95 1.26 0.93 1.09 1.17 2,287 426 岩手県3

0.57 0.85 1.23 0.70 1.04 1.34 0.96 1.12 1.18 2,270 453 青森県2

0.39 0.61 1.07 0.47 0.77 1.21 0.82 1.03 1.17 11,073 2,015 北海道1

20502030201020502030201020502030201019901990

対策ケースのCO2排出量増
加率(1990年=1.0)

自然体ケースのCO2排出量
増加率(1990年=1.0)

世帯数増加率(1990年
=1.0）

CO2排出量
(千t-CO2/年)

世帯数
(千世帯)都道府

県名
番
号

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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補足資料：2050年までの都道府県別推計結果(2/3)補足資料：2050年までの都道府県別推計結果(2/3)

0.32 0.58 1.00 0.46 0.84 1.16 0.83 1.01 1.12 961 235 島根県32

0.36 0.61 1.02 0.52 0.91 1.19 0.99 1.13 1.18 751 179 鳥取県31

0.24 0.52 0.98 0.40 0.78 1.15 0.81 1.01 1.14 1,188 344 和歌山30

0.41 0.72 1.15 0.60 1.01 1.31 1.13 1.26 1.28 1,522 411 奈良県29

0.36 0.69 1.09 0.56 0.98 1.25 1.09 1.22 1.24 5,807 1,775 兵庫県28

0.30 0.62 1.03 0.44 0.85 1.17 0.88 1.08 1.19 9,310 3,040 大阪府27

0.32 0.63 1.04 0.49 0.89 1.19 0.96 1.13 1.19 2,994 894 京都府26

0.61 0.93 1.28 0.89 1.31 1.47 1.60 1.60 1.43 1,419 351 滋賀県25

0.39 0.69 1.13 0.57 0.98 1.29 1.07 1.21 1.24 2,090 545 三重県24

0.40 0.71 1.12 0.61 1.03 1.30 1.17 1.28 1.26 7,622 2,161 愛知県23

0.31 0.62 1.05 0.51 0.92 1.23 1.04 1.19 1.23 3,856 1,115 静岡県22

0.38 0.67 1.10 0.54 0.92 1.25 0.98 1.14 1.20 2,425 601 岐阜県21

0.45 0.72 1.13 0.61 0.97 1.27 1.05 1.19 1.23 3,097 655 長野県20

0.46 0.76 1.16 0.62 1.01 1.29 1.10 1.23 1.25 966 262 山梨県19

0.40 0.68 1.09 0.56 0.92 1.24 0.96 1.11 1.17 1,029 233 福井県18

0.38 0.65 1.07 0.53 0.90 1.22 0.95 1.11 1.18 1,527 359 石川県17

20502030201020502030201020502030201019901990

対策ケースのCO2排出量増
加率(1990年=1.0)

自然体ケースのCO2排出量
増加率(1990年=1.0)

世帯数増加率(1990年
=1.0）

CO2排出量
(千t-CO2/年)

世帯数
(千世帯)都道府

県名
番
号

伊香賀： 第4編 今後のわが国の住宅におけるエネルギー消費の推移、日本の住宅におけるエネルギー消費、日本建築学会、2006.10
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補足資料：2050年までの都道府県別推計結果(3/3)補足資料：2050年までの都道府県別推計結果(3/3)

0.39 0.69 1.11 0.56 0.96 1.26 1.05 1.19 1.23 144,251 40,670 全国

0.43 0.84 1.18 0.71 1.20 1.33 1.52 1.54 1.40 1,048 363 沖縄県47

0.30 0.63 1.08 0.53 0.98 1.25 0.91 1.08 1.15 1,793 657 鹿児島46

0.30 0.62 1.08 0.52 0.97 1.25 0.89 1.07 1.17 1,125 391 宮崎県45

0.26 0.52 0.95 0.39 0.77 1.11 0.82 1.01 1.13 1,384 409 大分県44

0.33 0.61 1.04 0.49 0.91 1.20 1.00 1.14 1.19 1,925 575 熊本県43

0.23 0.50 0.94 0.36 0.74 1.10 0.75 0.96 1.10 1,570 502 長崎県42

0.31 0.56 0.98 0.46 0.83 1.14 0.94 1.10 1.16 922 250 佐賀県41

0.38 0.69 1.09 0.56 0.99 1.25 1.10 1.24 1.26 5,284 1,624 福岡県40

0.24 0.51 0.98 0.41 0.83 1.18 0.86 1.05 1.15 857 289 高知県39

0.29 0.57 1.02 0.42 0.83 1.18 0.83 1.03 1.14 1,632 511 愛媛県38

0.27 0.54 1.00 0.43 0.82 1.18 0.90 1.08 1.18 1,142 321 香川県37

0.28 0.56 1.01 0.44 0.84 1.19 0.89 1.07 1.16 896 258 徳島県36

0.26 0.53 0.97 0.39 0.77 1.13 0.74 0.96 1.11 1,892 535 山口県35

0.28 0.57 1.01 0.45 0.85 1.18 0.89 1.08 1.17 3,411 974 広島県34

0.27 0.54 0.98 0.45 0.84 1.17 0.95 1.11 1.18 2,308 608 岡山県33
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